
個人情報の保護に関する特記事項

（個人情報の保護） 

第１ 受託者（以下「乙」という。）は、この契約による事務を履行するにあたっては､

品川区情報公開・個人情報保護条例の趣旨にのっとり、個人情報の保護を図るものと

する。 

 （責任者等の明確化） 

第２ 乙は、本件委託業務（以下「業務」という。）における個人情報の取扱いの責任

者および業務従事者を明確化し、責任者は、本特記事項を適切に実施するよう業務従

事者を監督しなければならない。 

（教育の実施） 

第３ 乙は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、本件特記事項に

おいて責任者および業務従事者が遵守すべき事項その他業務の適切な履行に必要な教

育および研修を、責任者および業務従事者全員に対して実施しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第４ 乙は、この契約の履行により直接または間接に知り得た個人情報を第三者に漏洩、

または不当な目的に使用してはならない。契約終了後も同様とする。

（個人情報保護に関する規程の提出） 

第５ 乙は、個人情報保護管理に関する社内規程を品川区（以下「甲」という。）に提

出しなければならない。当該規程を変更する場合も同様とする。 

（処理施設、処理日程および作業担当者の通知）

第６ 乙は、この契約に係る電算処理施設、処理日程および作業担当者を甲に通知しな

ければならない。

（再委託の制限）

第７ 乙は、この契約による業務を第三者に委託してはならない。ただし、当

該業務の全部又は一部についてやむを得ず第三者に委託する必要があるとき

は、あらかじめ次に掲げる事項を甲に通知し、甲の承諾を得なければならな

い。また、再委託者に対してもこの契約を遵守させなければならない。

ア 再委託する業務の内容

イ 再委託の相手方

ウ 再委託の期間

エ 再委託が必要な理由

オ 再委託の相手方に求める個人情報保護措置の内容

カ 再委託先の相手方の監督方法

キ その他甲が必要と認める事項

２ 前項の場合、乙は、再委託の相手方にこの契約に基づく一切の義務を遵守

させるとともに、乙と再委託の相手方との契約内容にかかわらず、甲に対し

て再委託の相手方による個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。

３ 乙は、再委託契約において、再委託の相手方に対する監督および個人情報

の安全管理の方法について具体的に規定しなければならない。

４ 乙は、業務を再委託した場合、その履行を管理監督するとともに、甲の求

めに応じて、その状況等を甲に報告しなければならない。



５ 第１項から前項までの規定は、再委託した業務をさらに委託する場合につ

いて準用する。

（目的外使用および外部提供の禁止） 

第８ 乙は、個人情報を委託された業務以外の目的に使用し、または加工、再

生等をしてはならない。また、第三者に閲覧、貸与、譲渡等の提供をしては

ならない。 

（複写および複製の禁止） 

第９ 乙は、個人情報の全部または一部を甲の許可なく複写し、または複製してはなら

ない。甲の許可を受けて複写したときは、電算処理業務の終了後直ちに当該複写した

個人情報を消去して、再生または再使用できない状態にしなければならない。 

（個人情報の授受） 

第１０ 甲および乙は、個人情報の授受に従事する者をあらかじめ定め、その引き渡し

は、定められた日時、場所において送付書等の書面を取り交わして行わなければなら

ない。 

（個人情報の保管および管理） 

第１１ 乙は、個人情報の保管および管理について、善良な管理者の注意をもってあた

り、個人情報の消滅、き損等の事故を防止しなければならない。 

（データの保護措置） 

第１２ 乙は、個人情報へのアクセス制限等、データ保護に関する措置を講じなければ

ならない。 

（返還） 

第１３ 乙は、この契約による業務を終了したとき、または甲が請求したときは、この

契約に係る個人情報を直ちに甲に返還しなければならない。

（搬送） 

第１４ 乙は、個人情報が記録された磁気ファイル、帳票等を専用ケースに収納し、事

故防止を講じたうえ搬送しなければならない。 

（持出しの禁止） 

第１５ 乙は、個人情報を甲が指示する施設以外に持出してはならない。 

（立入検査および調査） 

第１６ 甲は、個人情報の管理状況について、乙（再委託者を含む。）に対して随時に

立入検査または調査をし、必要な報告を求め、業務の処理に関して指示を与えること

ができる。 

（事故の報告） 

第１７ 乙は、事故が生じたときは、直ちに甲に通知するとともに、遅滞なくその状況

を書面をもって甲に報告し、甲の指示に従わなければならない。 

（契約の解除および損害賠償義務） 

第１８ 乙がこの特記事項に定める各条項に違反した場合は、甲はこの契約を解除する

ことができる。 

２ 乙は、この特記事項に定める各条項に違反した場合は、損害賠償の責任を負う。



（参考） 品川区情報公開・個人情報保護条例関係条文抜粋

（定義）

第２条

 行政情報 実施機関の職員が職務上作成し、または取得した情報で、文書、図画およ

び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）に記録され、当該実施機関の職員が組織

的に用いるものとして、当該実施機関が保有しているものをいう。

 個人情報 個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の

記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、

それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。

 保有個人情報 個人情報であって、行政情報に含まれているものをいう。

 個人情報ファイル 保有個人情報を含む情報の集合物であって、次に掲げるものをいう。  

  ア 一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を用いて検

索することができるように体系的に構成したもの 

  イ アに掲げるもののほか、一定の事務の目的を達成するために氏名、生年月日その他

の記述等により特定の保有個人情報を容易に検索することができるように体系的

に構成したもの 

（委託等に伴う措置） 

第２４条 実施機関は、個人情報を取得し､または保有個人情報を管理し､もしくは利用する事務を委託

しようとするときは、個人情報を保護するために必要な措置を講じなければならない。 

２ 実施機関は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、法人そ

の他の団体であって区が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に公の施設の管理を行わせよう

とするときは、個人情報を保護するために必要な措置を講じなければならない。 

３ 実施機関は、個人情報を取得し、または保有個人情報を管理し、もしくは利用する事務について、

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（昭和６０年法律

第８８号。以下「労働者派遣法」という。）第２６条に定める労働者派遣契約に基づき、労働者派遣（労

働者派遣法第２条第1号に規定する労働者派遣をいう。）の役務の提供を受けようとするときは、個人情

報を保護するために必要な措置を講じなければならない。 

（受託者等の責務） 

第２４条の２ 前条第１項の規定により実施機関から個人情報を取得し､または保有個人情

報を管理し､もしくは利用する事務の委託を受けた者または同条第２項の規定により公の

施設の管理を行う指定管理者は、個人情報の漏えい、滅失、改ざんまたはき損の防止その

他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 前項の規定による受託業務または指定管理者が管理する公の施設の業務に従事する者ま

たは従事していた者は、その業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、ま

たは不当な目的に使用してはならない。 

（派遣労働者の責務） 

第２４条の３ 派遣労働者（労働者派遣法第２条第２号に規定する派遣労働者であって、第２４条第３

項の規定による労働者派遣に係るものをいう。以下同じ。）または派遣労働者であった者はその役務の

提供に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、または不当な目的に使用してはならない。



 第７章 罰則 

第３３条 実施機関の職員もしくは職員であった者、第２４条の２第１項の規定による受託

業務もしくは指定管理者が管理する公の施設の業務に従事している者もしくは従事してい

た者または派遣労働者もしくは派遣労働者であった者が、正当な理由がないのに、個人の

秘密に属する事項が記録された第２条第７号アに係る個人情報ファイル（その全部または

一部を複製し、または加工したものを含む。）を提供したときは、２年以下の懲役または

１００万円以下の罰金に処する。 

第３４条 前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保有個人情報を自己もしくは第

三者の不正な利益を図る目的で提供し、または盗用したときは、１年以下の懲役または５

０万円以下の罰金に処する。  

第３６条 第３３条または第３４条に該当する場合を除き、第３３条に規定する者が、その

業務に関して知り得た個人の秘密を漏らしたときは、３０万円以下の罰金に処する。  

第３７条 第２４条の２第１項の規定による受託業務を行い、または指定管理者として指定

を受けた法人（法人でない団体で代表者または管理人の定めのあるものを含む。以下この

条において同じ。）の代表者または法人もしくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人または人の業務に関して第３３条、第３４条または前条の違反行為をしたときは、

その行為者を罰するほか、その法人または人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

※ 「実施機関」=品川区の機関（区長部局、教育委員会、監査委員、選挙管理委員会、議会）


